
４．都市・地域整備局における安全・安心まちづくり関連の事業概要

（１）防災街区整備事業

（２）土地区画整理事業

（３）市街地再開発事業

（４）宅地耐震化推進事業

（５）都市公園事業

（６）街路事業

（７）都市防災総合推進事業

（８）密集市街地におけるまちづくり規制合理化支援事業

（９）下水道地震対策緊急整備事業

（10）下水道総合浸水対策緊急事業

（11）下水道長寿命化支援制度

（12）都市災害復旧事業・降灰除去事業

（13）防災集団移転促進事業

（14）まちづくり交付金

（15）都市交通システム整備事業



柔軟な権利変換等による密集市街地等の防災性の強化

【施策の概要】

建築物への権利変換による土地・建物の共同化を基本としつつ、例外的に個別の土地への権利変換を認める柔軟かつ強力な事業
手法を用いながら、老朽化した建築物を除去し、防災性能を備えた建築物及び公共施設の整備を行う。

【事業イメージ】

（１）防災街区整備事業
震災対策
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防災上危険な密集市街地等の解消と安全な市街地の形成

【施策の概要】

既成市街地において土地区画整理事業を行うことにより、下
記等の防災上の効果が期待できる。

このため、防災上危険な木造密集市街地等で土地区画整理事
業を推進する。

さらに、都市再生区画整理事業について、以下の支援措置を講じ
る。

①道路・公園などの整備による避難・延焼遮断空間の確保

②倒壊・焼失危険性の高い老朽建築物の更新による建築物の
安全性の向上

③地権者の自主的な共同建替えのため敷地条件整備を行い、
地域の不燃化を促進

【密集市街地整備における土地区画整理事業の活用例】

 

 

老朽木造アパート  

狭小な道路 

耐火造のマンション  

コミュニティ道路 

（石原東・幸福北地区の例：大阪府門真市）

木賃アパートの建替えに合わせて、組合施行
による土地区画整理事業を実施。街区の再編､
敷地の整序を行い、建築条件が整備されたた
め、不燃化された賃貸マンションへの建替え
が実現された。

震災対策

①集約型都市構造への転換・既成市街地の再整備の推進

重点地区の対象に都市再生緊急整備地域や都市計画マスター
プラン等において位置づけられた地域の拠点等を追加するとと
もに、既成市街地における事業への重点化等を行う

②地震に強い都市づくりの推進

「地震に強い都市づくり推進５箇年計画」に位置づけられた
事業の防災関連施設の整備費を補助限度額の積算対象に追加す
る

（２）土地区画整理事業
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（３）市街地再開発事業
震災対策

敷地の共同化および高度利用を通じた密集市街地等の防災性の強化

【施策の概要】

市街地再開発事業等により、防災上危険な密集市街地等における土地の整形・集約化、不燃建築物等の整備、道路・公園等の公共
施設の整備を通じ、安全市街地の形成を推進する。

また、市街地開発事業等による施設建築物の防災性の強化に関して以下の支援を行う。

①防災倉庫及び耐震性貯水槽の整備費を対象とする。

②一定の要件を満たす事業における特殊基礎工事(免震構造工事を含む)に要する費用を補助対象とする。

③防災活動拠点型プロジェクトに対しては、通常の補助対象に加え、共用通行部分整備費、教養搬入施設整備費等を補助対象
に追加するとともに、駐車場整備費の全額を補助対象とする。

【事業イメージ】

市街地再開発事業の実施

施行地区の土地・建物の権利関係を調整して
新しくできるビルの床の権利に変換

○×駅

事業前 事業後

駅前広場、幹線
道路、公園整備

快適な歩行者
空間の創出

公益的施設の
立地

良好な都市型住宅
の供給

老朽化した木造
狭小建築物が密集

土地が有効利用されて
いない低未利用地の点在

道路、公園等が
未整備

駅前空間が未整備

市街地再開発事業の実施

施行地区の土地・建物の権利関係を調整して
新しくできるビルの床の権利に変換

○×駅 ○×駅

事業前 事業後

駅前広場、幹線
道路、公園整備

快適な歩行者
空間の創出

公益的施設の
立地

良好な都市型住宅
の供給

老朽化した木造
狭小建築物が密集

土地が有効利用されて
いない低未利用地の点在

道路、公園等が
未整備

駅前空間が未整備
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（４）宅地耐震化推進事業
震災対策

大規模盛土造成地の滑動崩落防止

【施策の概要】

大地震等が発生した場合に、大きな被害が生ずる恐れのある大規模盛土造成地において、変動予測調査(宅地ハザードマップ作成)
を行い常民への情報提供等を図るとともに、滑動崩落防止工事の実施により耐震性を向上させることに要する費用について補助す
る。

【事業イメージ①】

大規模盛土造成地の変動予測
（宅地ハザードマップの整備）

[補助対象]大規模盛土造成地の変動予測に関する

調査に要する費用

[事業主体]地方公共団体

[補助率] １／３

【事業イメージ②】

大規模盛土造成地滑動崩落防止事業

[補助対象]大規模盛土造成地の滑動崩落防止工事に要する設計費及び工事費(対象区域面積)1haあたり国費4千万円を限度

[事業主体]地方公共団体がその費用の一部を助成する場合または自ら実施する場合に当該地方公共団体に補助

[補助率] １／４

①現地形データの収集

②旧地形データの収集 ③谷地形の把握

④重ね合わせ作業 ⑤大規模盛土造成地の位置の把握

①現地形データの収集

②旧地形データの収集 ③谷地形の把握

④重ね合わせ作業 ⑤大規模盛土造成地の位置の把握
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【施策の概要】

阪神・淡路大震災、新潟県中越地震及び中越沖地震の
教訓等を踏まえ、避難地等となる防災公園の緊急確保
及び機能の強化を強力に推進し、安全で安心できる都
市の実現を図るため、以下の事業を推進する。

震災に強いまちづくりの推進

防災公園等の整備

【事業イメージ】

1) 防災公園
の体系的・計
画的整備の推
進

地震災害時に復旧・復興拠点や復旧のための生活物
資等の中継基地等となる防災拠点、周辺地区からの
避難者を収容し、市街地火災等から避難者の生命を
保護する避難地等として機能する地域防災計画等に
位置付けられる都市公園等について緊急に整備を推
進する。

2)防災公園街
区整備事業の
推進

防災上危険性の高い大都市地域等において、都市再
生機構が地方公共団体の要請を受け、企業保有地等
を活用し、市街地の整備改善と一体的に防災公園を
緊急に整備する防災公園街区整備事業を推進する。

3）国営東京臨
海広域防災公
園の整備の推
進

首都圏における大規模な地震災害等に際し、広域
防災のヘッドクオーターとして機能する、わが国初
の国営防災公園事業「国営東京臨海広域防災公
園」を、都立公園と一体的に整備を進めている。

震災対策 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

雪害対策 事故防止
（５）都市公園事業

■雪に強い公園づくり

冬季の地震災害時等の対応強化が課題となる積雪寒冷地域において、
冬季においても避難所や防災拠点として機能する屋内運動施設等を備
えた都市公園等の整備を推進する。

雪害に強いまちづくりの推進

■都市公園における遊具の
安全確保に関する取組

都市公園の遊び場の安全性を
一層高めるため、公園管理者
が講ずるべき安全措置につい
て、「都市公園における遊具
の安全確保に関する指針」と
して取りまとめ、平成１４年
３月より周知を図っている。

公園施設の安全

■都市公園バリアフリー化緊急支援事業の
創設（平成20年度創設）

バリアフリー新法に基づく「移動等円滑化
の促進に関する基本方針」を踏まえ、緊急
かつ計画的に都市公園のバリアフリー化を
推進し、高齢者、障害者を含め、誰もが快
適に生活できる都市環境の形成を図る。

バリアフリーのまちづくり

■プールの安全対策
に対する取組

埼玉県ふじみ野市の市営
プールにおける死亡事故
（H18.7）を受け、プール
の施設面、管理・運営面
で配慮すべき事項につい
て示した「プールの安全
標準指針」を平成１９年
３月に策定。

階段にスロープを併設 園路の段差解消 

主要な施設へ経路の確保 

車いす使用者用の駐車場 障害者等に配慮したトイレ だれもが使いやすい休憩所 
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【施策の概要】

安全で安心して生活ができる市街地の形成のため、災害時に
住民が歩いて安全に広域避難地等に到達できる避難路や生活
物資・復旧物資の輸送路である緊急輸送道路、消防自動車の
進入ができない消防活動困難区域の解消に資する道路の整備
を推進する。

○防災環境軸整備事業（都市・居住環境整備推進出資金）

都市再生を緊急に図るべき密集市街地において、都市計画道
路用地及びその周辺の土地を都市再生機構が機動的に先行取
得し、土地の整形・集約化をすることにより、幹線街路とそ
の沿道区域が一体となって避難路及び延焼遮断帯として機能
する防災環境軸を整備する。

震災に強いまちづくりの推進

共同溝の整備

雪に強い道づくり

【施策の概要】

災害時の電気、電話、ガ
ス、上水道、下水道のラ
イフラインの安全性・信
頼性の向上や電柱倒壊に
よる通行止めなど交通阻
害要因を除くため、共同
溝・電線共同溝の整備を
推進する。

【施策の概要】

豪雪地帯の都市における
冬季の都市機能の確保と
居住環境の改善を図るた
め、積雪堆雪に配慮した
体系的な都市内の道路整
備を行う。

避難路等の整備

【事業イメージ】

【事業イメージ】

【事業イメージ】

雪害に強いまちづくりの推進

震災対策

雪害対策
（６）街路事業
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＜災害危険度判定調査の例＞

■災害危険度判定調査

○目的

地震等による都市災害に対して、防災上重点的かつ緊急に整備
を要する地域を明確にすることにより、住民が自らが住んでい
る地域の災害に対する危険性への認識を深め、住民主体の防災
まちづくり活動の気運を高める。

○補助対象

延焼危険性、消防・避難の困難性など市街地の災害危険度判定
に関する調査

■住民等のまちづくり活動支援

○目的

市民の協力と参画を得てまちづくりを推進するため、大都市等
の防災上危険な密集市街地を対象として、都市整備の事業着手
以前の段階を含め住民等の主体的なまちづくり活動を醸成する。

○補助対象

•住民等のまちづくり活動を活性化するための地区住民等に
対する啓発活動

•まちづくり協議会の活動に対する助成
•地区のまちづくり方針の作成

○事業主体 市町村、防災街区整備推進機構

○補助率 １／３

防災まちづくりの推進

○事業主体 都道府県、市
町村、防災街区整備推進機
構

○補助率 １／３

【背景・目的】

阪神・淡路大震災においての教訓をみるまでもなく、我が国の都市は、都市基盤施設の整備を伴わないまま人口、産業等の集中
による都市化が急速に進展したため、地震災害等の各種災害に対して構造的に脆弱である。このため、密集市街地に代表される
防災上危険な市街地の総合的な防災性の向上を図ることを目的に、都市の防災構造化や住民の防災に対する意識向上を推進する
都市防災総合推進事業を実施する。

【事業の概要】

地方公共団体等が行う次の事業メニューに対する支援を実施する。なお、平成１４年度より統合補助金化し、都市防災事業計画
の範囲内で、地方公共団体の裁量により、事業メニュー間及び地区毎の配分を定めることができるよう措置している。

震災対策

復旧・復興
（７）都市防災総合推進事業（１）
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■地区公共施設等整備

○目的

都市の骨格となる避難地等の整備に加え、地区レベルのきめ細
かい防災対策として、防災上危険な密集市街地等における道路、
公園等の地区公共施設や防災まちづくり拠点施設の整備により、
災害時の初期段階での避難活動、消防活動等の円滑化を図るこ
とを目的とする。

○補助対象

■都市防災不燃化促進

○目的

避難地、避難路、延焼遮断帯等の周辺において建築物の不燃
化・難燃化を促進することにより、大規模な地震等に伴い発
生する火災に対して、住民の避難の安全性の確保と市街地に
おける大規模な延焼の遮断・遅延を図ることを目的とする。

○補助対象

○事業主体 都道府県、市

○補助率 １／２（調査は１／３）

○整備効果のイメージ

○事業主体 都道府県、市町村、
防災街区整備推進機構

○補助率 １／２
(用地費及び災害時協定を締結
した民間施設の所有者等に対す
る間接補助は１／３)

防災まちづくりの推進

震災対策

復旧・復興

•避難地、避難路、延焼遮断帯周辺等で指定する区域（不燃
化促進区域）における耐火・準耐火建築物の建築に対する
助成

•現況調査、住民意向調査、地区整備の基本方針作成、事業
計画の作成・推進等

•道路又は公園、広場等の地区公共施設
•防災まちづくり拠点施設（耐震性貯水槽、備蓄倉庫、非常
時通信システム等の整備、災害時協定を締結した民間施設
の所有者等に対する間接補助を含む）

都市防災総合推進事業（２）
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■密集市街地緊急リノベーション事業

○目的

重点密集市街地において、都市計画道路の整備に併せ
各種事業の総力を結集し、防災環境軸の整備を促進す
るため、複数の事業を組み合わせた整備計画作成・
コーディネートに対する支援と、整備計画に位置付け
られた事業について、面積の合計が一定以上の場合に
採択要件の緩和を行う。

○補助対象 整備計画作成・コーディネート

○事業主体 都道府県、市町村、都市再生機構、
防災街区整備推進機構

○補助率 １／２（都市再生機構は３／４）

○事業イメージ

■地震に強い都市づくり緊急整備事業

○目的

避難地・避難路・ライフライン等総合的な地震防災対策を推進するた
め「地震に強い都市づくり推進５箇年計画」を策定した市町村に対し、
計画に位置付けられた事業について各種事業において重点実施すると
ともに、補助対象施設に特例を設ける。

都市計画道路整備に併せ各種事業の総力を結集し防災環境軸の整備を促進

計画コーディネート
支援

・コーディネート業務
（住民意向調査、合意形
成）
・整備計画作成
（計画立案、整備計画作
成等）

採択要件の特例

整備計画に位置付けら
れた事業について、それ
ぞれの事業の面積の合
計が一定以上である場
合に採択

市街地再開発事業

都市防災総合推進事業

土地区画整理事業

防災街区整備事業

地区再開発事業

都市公園事業・
防災公園街区整備事業

リノベーション整備計画

整備計画に位置付けられた各種事業の実施

防
災
環
境
軸

都市計画道路

都市計画道路整備に併せ各種事業の総力を結集し防災環境軸の整備を促進

計画コーディネート
支援

・コーディネート業務
（住民意向調査、合意形
成）
・整備計画作成
（計画立案、整備計画作
成等）

計画コーディネート
支援

・コーディネート業務
（住民意向調査、合意形
成）
・整備計画作成
（計画立案、整備計画作
成等）

採択要件の特例

整備計画に位置付けら
れた事業について、それ
ぞれの事業の面積の合
計が一定以上である場
合に採択

採択要件の特例

整備計画に位置付けら
れた事業について、それ
ぞれの事業の面積の合
計が一定以上である場
合に採択

市街地再開発事業

都市防災総合推進事業

土地区画整理事業

防災街区整備事業

地区再開発事業

都市公園事業・
防災公園街区整備事業

リノベーション整備計画

整備計画に位置付けられた各種事業の実施

防
災
環
境
軸

都市計画道路

震災に強いまちづくりの推進

避難路・緊急輸送路の整備
共同溝・電線類地中化（街路事業）

地区防災道路の整備
（都市防災総合推進事業）

防災公園の整備
（都市公園事業）

防災拠点の機能強化
（都市防災総合推進事業）

下水処理場の耐
震化・防災拠点化
（下水道事業）

密集市街地の改善
（市街地再開発事業）
（防災街区整備事業）
（都市再生区画整理事業）

防災情報通信
ネットワークの整備

防災関連施設の整備

災害時に活用可能な集会施設

避難地・避難所・防災拠点として
機能する公園施設の耐震診断

宅地の耐震化
（宅地耐震化推進事業）

下水管渠の耐震化
雨水等による消防水利
（下水道事業）

避難路となる防災公園（緑道）の整備
（都市公園事業）

地震に強い都市づくり推進５箇年計画の策定

総合的な支援の強化

補助対象施設の特例各種事業における重点実施 補助対象施設の特例各種事業における重点実施

重
点
実
施
事
業

・都市防災総合推進事業

・街路事業
・都市公園事業

・下水道事業
・土地区画整理事業

・市街地再開発事業
・防災街区整備事業
・宅地耐震化推進事業

補
助
対
象
施
設
の
特
例

・防災情報通信ネット
ワークの整備
[都市防災総合推進事業
（地区公共施設等整
備）]
・都市公園施設の耐震診
断
[都市公園事業]
・防災関連施設の整備

[都市再生区画整理事業]
・災害時に活用可能な集
会所等の整備
[市街地再開発事業、
防災街区整備事業] 

震災対策

復旧・復興
都市防災総合推進事業（３）
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震災対策

復旧・復興
都市防災総合推進事業（４）

復興まちづくりの推進

①復興まちづくり計画策定支援
•復興まちづくり事業計画の策定
•住民合意形成

•災害に強いまちへの復興
•地域活力の早期復興

復興まちづくり事業計画の策定

被災地の特性に応じた
まちづくりへの支援

②復興に向けた公共施設等整備
•災害に強いまちに復興するための公共施設等
整備

•まちの活性化につながる公共施設の高質化等
③復興まちづくり施設整備助成（間接補助）
•まちの復興のために実施する共同施設・修景
施設整備への助成

地震・水害等

被災した商店街

活力と魅力あるまちに復興

・復興に向けた公共施設等の整備・高質化
・まちの復興のための共同・修景施設整備助成

■被災地における復興まちづくり総合支援事業

○目的

大規模な災害により被災した被災地を災害に強いまちへ再生するとともに、地域活力の早期復興のため、復興まちづくり計画の
策定から公共施設や共同施設・修景施設等の施設整備まで、一体的に支援する。

○補助対象（補助率）

①復興まちづくり計画策定支援（１／２）
・「復興まちづくり事業計画」の策定、住民合意形成

②復興に向けた公共施設等整備
・災害に強いまちに復興するための公共施設等整備（１／２）
・まちの活性化につながる公共施設の高質化等
（１／３、景観法に基づく景観計画区域等は１／２）

③復興まちづくり施設整備助成（１／３、間接補助）
・共同施設整備費
・修景施設整備費

○事業主体 市町村
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（８）密集市街地におけるまちづくり規制合理化支援事業

重点密集市街地における建築物の自律的な建替えの促進

震災対策

直接支援

地区計画等の都市計画決定

国

地権者組織 等

市区町村

都市計画の提案

建築規制の緩和等による
自律的な建替促進

市街地の整備改善

・基礎調査（土地利用・建築物に関する現況調査等）
・地区診断（現況調査等の資料解析、建替えによる市街地イメージ作成等）
・地区計画等の都市計画提案のための素案作成

規制緩和型地区計画等の素案の作成

建替えの支障となっている建築規制の緩和

＜施策の効果＞

＜施策の概要＞

セットバック

道路

斜線制限
の緩和

建築可能
ライン

道路

斜線制限

建築可能
ライン

指定容積率まで
建築可能

前面道路の幅員による容積率制限によ
り指定容積率いっぱいまで建てられない

直接支援

地区計画等の都市計画決定

国

地権者組織 等

市区町村

都市計画の提案

建築規制の緩和等による
自律的な建替促進

市街地の整備改善

・基礎調査（土地利用・建築物に関する現況調査等）
・地区診断（現況調査等の資料解析、建替えによる市街地イメージ作成等）
・地区計画等の都市計画提案のための素案作成

規制緩和型地区計画等の素案の作成

建替えの支障となっている建築規制の緩和

＜施策の効果＞

＜施策の概要＞

セットバック

道路

斜線制限
の緩和

建築可能
ライン

道路

斜線制限

建築可能
ライン

セットバック

道路

斜線制限
の緩和

建築可能
ライン

道路

斜線制限

建築可能
ライン

指定容積率まで
建築可能

前面道路の幅員による容積率制限によ
り指定容積率いっぱいまで建てられない

【事業イメージ】

【施策の効果】

【施策の概要】

重点密集市街地において、地権者組織等による都市
計画の提案素案の作成を支援することにより、市町
村による地区計画等の都市計画決定を促し、これに
より、自律的な建替えを促進し、重点密集市街地の
整備改善等を図る。

○事業主体

地権者組織等

○対象地域

以下の①②の要件を満たす地域
①都市計画区域内の0.5ha以上の地区
②重点密集市街地

○補助対象

地区計画等都市計画の提案素案の作成及びその
ための調査等を専門家に依頼するのに要する費用
（委託費）

○補助率

100％補助

○補助限度額

500万円/1ha（事業費ベース）
1地区当たり2,000万円を限度とする
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震災対策

○事業効果

地震時においても、下水道が最低限有すべき機能を確保する耐
震化が図られ、被災した場合における下水道機能のバックアッ
プが確保される。

○大規模地震時の影響及び既存施設の耐震化状況

総合的な地震対策の推進

【背景・目的】

地震時においても下水道が最低限有すべき機能を確保する耐震化を緊急かつ重点的に促進するとともに、被災した場合における下
水道機能のバックアップ対策等を進める。

【事業の概要】

地震対策に取り組む必要性が高い地域において、計画期間５年間以内の「下水道地震対策緊急整備計画」を策定（計画策定期間は
平成18年度より３年間以内とする。）し、下水道地震対策を緊急かつ重点的に推進する。
①災害対策基本法及び同法に基づく地域防災計画に位置づけられた施設（防災拠点、避難地）と終末処理場を接続する管きょの耐震化事業

②災害対策基本法及び同法に基づく地域防災計画に位置づけられた緊急輸送路及び避難路並びに軌道の下に埋設されている管きょの耐震化事業

③災害対策基本法及び同法に基づく地域防災計画に位置づけられた施設に整備するマンホールトイレシステム

④災害対策基本法及び同法に基づく地域防災計画において、防災拠点及び避難地等として位置づけられた下水道施設に設置する備蓄倉庫及び耐震性貯水槽

下水道が担うべき機能を、発災から復旧ま
での間、確保することを目的とした事業継
続計画（BCP）の策定

事業継続計画（BCP）のイメージ

①許容される期間
内に機能を復旧さ
せる

②許容限界以上
のレベルで機能を
継続させる

災害発生

機
能

事前 事後

復 旧

目 標
許容限界

100%

現状の予想復旧曲線
ＢＣＰ実践後の予想復旧曲線

時間軸

下水道が担うべき機能を、発災から復旧ま
での間、確保することを目的とした事業継
続計画（BCP）の策定

事業継続計画（BCP）のイメージ

①許容される期間
内に機能を復旧さ
せる

②許容限界以上
のレベルで機能を
継続させる

災害発生

機
能

事前 事後

復 旧

目 標
許容限界

100%

現状の予想復旧曲線
ＢＣＰ実践後の予想復旧曲線

時間軸

下水道が担うべき機能を、発災から復旧ま
での間、確保することを目的とした事業継
続計画（BCP）の策定

事業継続計画（BCP）のイメージ

①許容される期間
内に機能を復旧さ
せる

②許容限界以上
のレベルで機能を
継続させる

災害発生

機
能

事前 事後

復 旧

目 標
許容限界

100%

現状の予想復旧曲線
ＢＣＰ実践後の予想復旧曲線

時間軸

①許容される期間
内に機能を復旧さ
せる

②許容限界以上
のレベルで機能を
継続させる

災害発生

機
能

事前 事後

復 旧

目 標
許容限界

100%

現状の予想復旧曲線
ＢＣＰ実践後の予想復旧曲線

時間軸

総合的な地震対策のイメージ

消毒施設など水処
理施設の耐震化

耐震性貯水槽の設置

管きょの耐震化
防災拠点と処理場を接続する
管きょや緊急輸送路等下の
管きょなどの重要管きょ等

マンホールに直接
接続する仮設トイレ

処理場間をつなぐ
ネットワーク管きょ

処理場の防災拠点化
・処理水の防火用水利用
・処理場上部を避難場所
として使用

被災を想定した上での仮設池・可
搬式ポンプ等による応急対策

防災対策 減災対策

消毒施設など水処
理施設の耐震化

耐震性貯水槽の設置

管きょの耐震化
防災拠点と処理場を接続する
管きょや緊急輸送路等下の
管きょなどの重要管きょ等

マンホールに直接
接続する仮設トイレ

処理場間をつなぐ
ネットワーク管きょ

処理場の防災拠点化
・処理水の防火用水利用
・処理場上部を避難場所
として使用

被災を想定した上での仮設池・可
搬式ポンプ等による応急対策

防災対策 減災対策

病院 官公庁消防署

公共交通

企業

都市機能がマヒ

被害発生
トイレが使えない

住民

水道水源の汚染

平成９年指針策定以前に工事発注された施設の耐震化状況
（平成19年度末）

注：H20 国土交通省調べ

0%

90%

約１割

未耐震化

耐震化済み

90%

未耐震化

耐震化済み

約１割

水道水源地域における
水処理施設（消毒施設） 重要な幹線等

病院 官公庁消防署

公共交通

企業

都市機能がマヒ

被害発生
トイレが使えない

住民

水道水源の汚染

病院 官公庁消防署

公共交通

企業

都市機能がマヒ都市機能がマヒ

被害発生
トイレが使えないトイレが使えない

住民

水道水源の汚染

平成９年指針策定以前に工事発注された施設の耐震化状況
（平成19年度末）

注：H20 国土交通省調べ

0%

90%

約１割

未耐震化

耐震化済み

90%

未耐震化

耐震化済み

約１割

水道水源地域における
水処理施設（消毒施設） 重要な幹線等

平成９年指針策定以前に工事発注された施設の耐震化状況
（平成19年度末）

注：H20 国土交通省調べ

0%

90%

約１割

未耐震化

耐震化済み

90%

未耐震化

耐震化済み

約１割

水道水源地域における
水処理施設（消毒施設） 重要な幹線等

平成９年指針策定以前に工事発注された施設の耐震化状況
（平成19年度末）

注：H20 国土交通省調べ

0%

90%

約１割

未耐震化

耐震化済み0%

90%

約１割

未耐震化

耐震化済み

90%

未耐震化

耐震化済み

約１割

90%

未耐震化

耐震化済み

約１割

水道水源地域における
水処理施設（消毒施設） 重要な幹線等

汚水の流出（処理場）
（平成16年 新潟県中越地震）

マンホールの突出
（平成16年 新潟県中越地震）

汚泥管の損傷（処理場）
（平成19年 新潟県中越沖地震）

汚水の流出（処理場）
（平成16年 新潟県中越地震）
汚水の流出（処理場）

（平成16年 新潟県中越地震）
マンホールの突出

（平成16年 新潟県中越地震）
マンホールの突出

（平成16年 新潟県中越地震）
汚泥管の損傷（処理場）

（平成19年 新潟県中越沖地震）
汚泥管の損傷（処理場）

（平成19年 新潟県中越沖地震）

（９）下水道地震対策緊急整備事業
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を現行の補助

対象に追加

雨水流域下水道

内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ・水害教育

ﾏﾝﾎｰﾙ飛散防止

ﾎﾟﾝﾌﾟ運転調整

調整池

施設の耐水化
ﾘｱﾙﾀｲﾑｺﾝﾄﾛｰﾙの施設運用

貯留管
光ﾌｧｲﾊﾞｰによる
ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供

降雨ﾚｰﾀﾞｰによる
ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供

・・・ハード対策

・・・ソフト対策

・・・自助による取組

止水板

管きょﾈｯﾄﾜｰｸ化

貯留浸透施設

総合的な浸水対策のイメージ

○事業効果
近年、下水道の整備水準や計画を超える集中豪雨によって人命
や都市機能に関わる大きな被害が発生しているが、本制度の創
設により緊急かつ効率的に再度災害防止及び浸水被害の最小化
が図られることとなる。

○近年の降雨及び被害状況

浸水対策

総合的な浸水対策の推進

【背景・目的】

下水道の浸水対策として、効率的なハード対策の着実な整備に加え、効果的な浸水被害軽減を誘導する自助の取り組みを推進し、
そのためのソフト施策の充実を図ることにより緊急かつ重点的に再度災害防止及び浸水被害の最小化を目指す。

【事業の概要】
地下街や一定規模の浸水実績があるなど、浸水防止に取り組む必要性が高い地区において、ハード対策に加え、ソフト対策の強化
や自助による取組も盛り込んだ計画期間５年間以内の「下水道総合浸水対策緊急計画」を策定（計画策定期間は平成18年度より３
年間以内とする。）し、下水道の浸水対策を緊急かつ重点的に推進する。
①政令市にあっては、下水排除面積1ha以上、一般市にあっては0.5ha以上、町村にあっては0.25ha以上、過疎にあっては0.1ha以上の貯留・排水施設

②①と同様の機能を有しかつ経済的な雨水浸透施設

③経済的な既設管きょのネットワーク化施設

④防水ゲート（又は止水板）の整備（不特定多数の者が利用する地下空間に係るものに限る。）[間接補助]
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（10）下水道総合浸水対策緊急事業

平成20年７月 広島県福山市
浸水被害状況

平成20年８月 愛知県岡崎市
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長寿命化対策の推進

【背景・目的】

下水道整備の進展に伴い、下水道の管路延長は約40万㎞にのぼるなど施設ストックが増大している。これに伴い、管路施設の老
朽化等に起因した道路陥没も増加傾向にあり、平成19年度の発生件数は約4,700箇所にのぼっている。道路陥没後の老朽管路の改築
といった事後的な対応では、市民生活に大きな支障が出るだけでなくコスト的にも不経済となる。

日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止するため、限られた財源の中で、ライフサイクルコ
スト最小化の観点を踏まえ、耐震化等の機能向上も考慮した、長寿命化対策を含めた計画的な改築を推進するものである。

【事業の概要】

下水道施設の健全度に関する点検･調査結果に基づき、「長寿命化対策」に係る計画を策定し、計画に基づき、予防保全的な管理を
行うとともに長寿命化を含めた計画的な改築を行うことにより、事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を図る。
①「長寿命化計画」の策定 ：一体的な点検・調査及び点検・調査結果に関するデータのとりまとめ（電子化を含む。）に基づき、長寿命化対策を含めた
施設の改築等に関し、対策内容や対策時期等を定めた「下水道長寿命化計画」を策定

②計画的な改築：「下水道長寿命化計画」に基づき、予防保全的な管理を実施するとともに、長寿命化対策を含めた計画的な改築等を実施

下水道施設の長寿命化のイメージ

ポンプの構成部分の一部（羽根車）を取替え、利用可能な
部分を引き続き使用することにより、施設の長寿命化を図る。

部分取替技術の採用による長寿命化

更生工法の採用による長寿命化

プラスチック材により既存管きょの内面を被覆し、
施設の長寿命化を図る。

ライフサイクルコストの低減イメージ

健

全

度

長寿命化を考慮した
計画的な改築

従来の改築

基準値

使用限界値
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計画的な改築のイメージ

ポンプの構成部分の一部（羽根車）を取替え、利用可能な
部分を引き続き使用することにより、施設の長寿命化を図る。
ポンプの構成部分の一部（羽根車）を取替え、利用可能な
部分を引き続き使用することにより、施設の長寿命化を図る。

部分取替技術の採用による長寿命化

更生工法の採用による長寿命化

プラスチック材により既存管きょの内面を被覆し、
施設の長寿命化を図る。
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施設の長寿命化を図る。

ライフサイクルコストの低減イメージ
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○増大する下水道ストック及び道路陥没状況

（11）下水道長寿命化支援制度
震災対策
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← 平成12年度

東京都港区

管路施設に起因した陥没事故

平成15年度 →

東京都墨田区
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【事業の概要】

暴風、洪水、高潮、地震その他の異常な天然現象により、公共土木施設の下水道、公園及び主として都市計画区域内において街
路、都市排水施設等の都市施設が災害を受けた場合及び人家、工場等の集落地が土砂の流入、崩落等により堆積土砂の災害を受
けた場合及び火山の爆発、その他火山現象により著しい災害を受けた場合において、災害復旧や土砂堆積の除去、ならびに降灰
除去を速やかに行うことによって、民生の安定を図り、公共の福祉を確保する。

【対象事業】

①災害を受けた下水道、公園、街路及び都市排水施設等の各施設の復旧事業

②市街地において、災害により発生した多量の堆積土砂の排除事業

③激甚災害の発生により浸水した水の排除事業

④火山の爆発等による降灰の除去事業

区分 対 象 施 設 等
補助率
負担率

激 甚
嵩上げ

補助（負担）根拠

公共土木
施設

下 水 道

公 園

流域下水道
公共下水道
都市下水路

２／３

４／５
有

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
第３条、第４条、第４条の２ 等

都市施設
等

街 路

都市排水施設等
堆積土砂排除事業
湛水排除事業

１／２

－
有＊１

有＊２

都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針
(予算補助)
＊１：激甚災害の指定による嵩上げ分は法律補助
＊２：法律補助（嵩上げ分のみ）

降
灰

除
去
事
業

下 水 道

都市排水路
公 園
宅 地

公共下水道
都市下水路

２／３

１／２

活動火山対策特別措置法第11条
活動火山対策特別措置法施行令第３条

都
市
災
害

復
旧
事
業

（12）都市災害復旧事業・降灰除去事業
復旧・復興

【対象施設及び補助率】
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（13）防災集団移転促進事業
復旧・復興

【事業の目的】

災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進する
ため、当該地方公共団体に対し、事業費の一部補助を行い、防災のための集団移転促進事業の円滑な推進を図る。

【事業概要】

・移転促進区域：災害が発生した地域又は災害危険区域（建築基準
法第３９条）のうち、住民の生命、身体及び財産を災害から保護
するため住居の集団的移転を促進することが適当であると認めら
れる区域事業計画の策定等

市町村は、移転促進区域の
設定、住宅団地の整備、移
転者に対する助成等につい
て、国土交通大臣に協議し、
その同意を得て、集団移転
促進事業計画を定める。

・住宅団地の規模：１０戸以上（移転しようとする住居の数が２０
戸をこえる場合には、その半数以上の戸数）の規模であることが
必要

事業主体 市町村（特別な場合は都道府県）

国の補助

以下の経費に対して補助を行う（補助率：３／４）
・住宅団地の用地取得造成
・移転者の住宅団地における住宅建設・土地購入に対する補助（借入金の利子相当額）
・住宅団地の公共施設の整備
・移転促進区域内の農地等の買い取り
・住宅団地内の共同作業所等
・移転者の住居の移転に対する補助

・移転促進区域内の住民の意向を尊重

市町村の配慮

市町村は、事業計画の策
定に当たり以下について配
慮しなければならない。 ・移転促進区域内にあるすべての住居が移転されること
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（14）まちづくり交付金

【施策の概要】

○目的

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまち
づくりを実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、
地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ること。

○概要

市町村が作成した交付期間が概ね３～５年の都市再生整備計画に基
づき実施される事業の費用に充当するために交付する交付金。

○交付対象

都市再生整備計画に位置付けられたまちづくりに必要な幅広い施設
等を対象。

地域の特性を活かした個性あふれるまちづくりの推進

 

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
社会実験

駅前広場
人工地盤

歩道整備

道路

公園

公営住宅

土地区画
整理事業

空き店舗活用

市街地再開発事業

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
社会実験

駅前広場
人工地盤

歩道整備

道路

公園

公営住宅

土地区画
整理事業

空き店舗活用

市街地再開発事業

ポイント１ 地方の自主性・裁量性の大幅な向上

ポイント２ 手続きの簡素化による使い勝手の大幅な向上

ポイント３ 目標・指標の明確化

○提案事業
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会
実験等、市町村の
提案に基づく事業

国費はどの事業にどの
ように充当しても自由

都市再生整備計画
全体を評価し、採択

道路

空き店舗
活用

公園

区画整理

駅前広場

再開発

社会実験

公営住宅

従来の補助事業

・個別事業毎に審査、採択

・事業毎に補助率は固定

・事業間の流用不可

幅広い交付対象

＋

交

付

額

×
最大

４割
＝

○基幹事業

道路、公園、河川、
下水道、土地区画
整理事業、市街地
再開発事業、公営
住宅等整備等の
公共事業

現在、全国807市町村
1,428地区のまちづくり
を支援中 （平成20年4月1日時点）

［参考：防犯まちづくりへの活用例］

【領域性の強化】 【監視性の確保】 【接近の制御】

まちづくり交付金等により、
市町村が実施する防犯カメ
ラの設置や地域住民による
防犯パトロール等に対する
支援を実施中

震災対策 復旧・復興

浸水対策

雪害対策

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

防犯

事故防止

1)都市再生整備
計画の作成

目標を実現するために実施する各種事業等を記載した都市再
生整備計画を作成。

2)交付金の交付 国は、市町村が作成した都市再生整備計画が都市再生基本方
針に適合している場合、交付金を年度ごとに地区単位で一括
交付。

交付

対象

・道路、公園、下水道、河川、土地区画整理事業、市街地再開
発事業、高次都市施設、高質空間形成施設、地域生活基盤施
設（地域防災施設等） 等

・地域優良賃貸住宅、公営住宅、住宅地区改良事業 等

・市町村の提案に基づく事業

・各種調査や社会実験等のソフト事業

3)事後評価 国は、交付期間終了時、市町村に目標の達成状況等に関する
事後評価を求めることとし、その結果等について確認し公表。
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【施策の概要】

自由通路、駐車場等の公共的空間や公共交通などからなる都
市の交通システムを明確な政策目的に基づいて総合的に整備
し、徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様な交通モード
の連携により公共交通の利用を促進させ、都市交通の円滑化
を図る。

○事業主体

地方公共団体、協議会、独立行政法人都市再生機構

○補助率 １／３以内

○対象事業

【都市交通システム整備事業のイメージ】

１） 整備計画の作成に関する事業

２） 公共的空間
等の整備に関する
事業

a) 公共的空間等が整備される敷地の整備

b) 公共的空間の整備

c) 駐車場の整備

d) 駐車場有効利用システムの整備

e) 荷捌き駐車場の整備

f) 自転車駐車場の整備

g) バリアフリー交通施設の整備

h) 路面電車・バス等の公共交通に関する施設の整備

i) (a)から(g)の施設の代替となる又は(a)から(h)と
一体となった鉄道施設等の整備

３） 公共的空間
又は公共空間の整
備に併せて実施さ
れる次の事業

a) 都市情報提供システムの整備

b) 地下交通ネットワークの管理安全施設の整備

c) 公共交通機関の利用促進に資する施設の整備

（15）都市交通システム整備事業
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

事故防止

駐車場有効利用システム

自由通路

ペデストリアンデッキ
交通広場

バリアフリー交通施設自転車駐車場都市情報提供システム

荷捌き駐車場

駐車場

公共交通の施設
（車両を除く）

駐車場有効利用システム

自由通路

ペデストリアンデッキ
交通広場

バリアフリー交通施設自転車駐車場都市情報提供システム

荷捌き駐車場

駐車場

公共交通の施設
（車両を除く）
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